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研究成果の概要（和文）：マイクロシミュレーションは，巨大災害後の仮住まい対応の事前検討に有用なアプロ
ーチの１つである．本研究では，国勢調査の調査票情報を利用し，世帯の非集計行動モデルをインタラクティブ
な独自のアンケートシステムを使用して構築した．また，賃貸住宅や建設型仮設住宅のミクロデータを生成し
た．これらの作業に基づいて，巨大災害後の仮住まいの状況を予測するマイクロシミュレーションを開発した．
さらに，本研究をベースに提案し採択された東京都「首都直下地震時の仮設住宅不足への対応準備」事業におい
て，都民ワークショップや，有識者や関連団体を集めた検討会を行い，政策提案レポートを取りまとめた．

研究成果の概要（英文）：Microsimulation is a useful research approach to make preliminary 
considerations about temporary housing countermeasure following anticipated disasters. To carry out 
a reliable microsimulation, census microdata was used, and the household’s behavior model was 
developed using an Internet-based questionnaire system. Besides, the microdata of rental housing and
 construction sites of prefabricated housing was generated. Based on these foundational works, a 
microsimulation model that illustrates the temporary housing situation following an urban disaster 
was developed. Furthermore, in the Tokyo Metropolitan Government's "Preparation for Response to 
Temporary Housing Shortage following the anticipated Tokyo Metropolitan Earthquake" project, which 
was proposed and adopted based on this research, several residential workshops and a research 
committee gathering experts and related organizations were organized. Finally, a policy 
recommendation was compiled and released.

研究分野：都市防災，政策科学

キーワード： ミクロシミュレーション　仮設住宅　応急修理　賃貸住宅　非集計行動分析　ワークショップ　首都直
下地震

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
災害後の仮住まいは，中長期的な課題で，被災後に対応すれば良いと考えられがちであるが，実際には被災直後
から対応が求められるものであり，事前の準備が不可欠と言える．工学的な地震被害想定では，建物被害棟数が
計算されるが，住宅被害を受けた世帯が，どのように仮住まいを確保するのか予測はされていない．本研究で
は，住宅統計やインターネットデータ，インタラクティブな調査システムなどを用いて，仮住まい状況を予測す
る独自のミクロシミュレーションモデルを開発した．計算結果は，東京都大学提案事業「首都直下地震時の仮設
住宅不足への対応準備」において，都民ワークショップや政策提案レポート作成に利用された．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
（１）国内外の研究動向 
申請時に示した本研究の学術的背景として，我が国の災害後の応急住宅対策の歴史的経緯や
供給システムの詳細を明らかにした牧（1997）や，米国の災害後の住宅被害や対応事例とその課
題を明らかにし，データを用いた災害予測の研究をベースに市場と行政が協力して解決してい
くという災害住宅政策の方向性について考察した Comerio（1998）を挙げた．また，地震被害
想定による建物被害に対する住宅対策の準備を目的として，池田・中林（2001）は，世帯属性に
応じて公的支援需要量を事前推計する比率表を作成し，簡便な需要予測を可能としたことや，
Sato（2011）で，住民の潜在需要と仮住まい物件とのマッチング，特に民間賃貸住宅の空家利用
を考慮したミクロシミュレーション手法を開発したことを挙げた． 
 
（２）着想に至った経緯 
 東日本大震災以降，賃貸住宅空き家を借り上げて仮設住宅として利用する「賃貸型応急住宅」
の運用が進んだ．また，内閣府（防災担当）や都府県等による首都直下地震や南海トラフ巨大地
震の被害想定が更新され，民間賃貸住宅空き家の被害算定に用いていた住宅・土地統計調査も新
たな年度のものが実施されるなど，以前取り組んだ時と，仮住まい対策をめぐる状況やデータが
大きく変化してきた．そのような中，Sato（2011）について，研究者や報道機関等からの問い合
わせが断続的に続き，学術的及び社会的関心が低くないものと考え，新たなデータや制度状況を
反映した形で，災害後の仮住まい対策のミクロシミュレーションを拡張開発することとした． 
 
２．研究の目的 
災害後の住宅対策は，事前補強等による被害軽減と，対策費用や保険金とのバランスや，既存
空家の利用，広域避難や移住等を含めて検討する必要がある．研究の全体構想は，災害後の住宅
対策の在り方を，そうした関連事項全体の中で提案することを目指す．本研究では，想定地震後
の仮住まい対策を対象として，被災者の選択を予測するモデルを構築してミクロシミュレーシ
ョンを行い，多様な世帯状況に応じた迅速で安心な仮住まいのための方策を明らかにすること
を目的とした．  
 
３．研究の方法 
（１）2013年住宅・土地統計調査とWEBデータを用いて民間賃貸住宅空家データの地震被害
算定を行ない，想定地震後に利用可能な民賃物件の特性を明らかにする．また，回答者に応じた
インタラクティブなインターネット調査システムを用いた仮住まい選択モデルの開発を行なう．
それらを用いて，想定地震後の仮住まい対策ミクロシミュレーションを実施し，シナリオに応じ
た仮住まいの状況詳細を明らかにする． 
 
（２）計算結果を住民ワークショップ等で議論して，世帯状況に応じた迅速で安心な仮住まいを
達成するには，どのような政策代案を準備すべきか明らかにする．研究期間内に応募し採択され
た東京都大学提案事業「首都直下地震時の仮設住宅不足への対応準備」を通じて，都民ワークシ
ョップ，専門家や関連団体による検討会等に取り組んだ． 
 
４．研究成果 
（１）民間賃貸住宅空家の地震被害算定 
佐藤（2017）では，地震発生時期や賃貸空家の腐朽・破損の有無など複数の条件で，内閣府が
想定する都心南部直下地震後の住宅喪失世帯・賃貸空家利用可能量・仮設住宅建設可能量を求め
て，比較分析した．想定都心南部直下地震で，全壊最大 61 万棟の半数以下である全壊 23万 6千
棟の条件でも，市区町村ごとに住宅喪失世帯数を求め，賃貸空家の地震被害算定を行ない，行政
の候補地から仮設住宅建設可能量とすると，12 の区で仮住まいが不足し，区を跨いだ応急居住
が必要になることが明らかとなった．全壊最大 61万棟の条件では，都区部で約 64万世帯分の仮
住まいが不足し，周辺 4県の余裕分を利用してもなお約 22 万世帯分の仮住まいが不足し，圏域
を跨いだ広域な応急居住が必要になることが明らかとなった． 
 

  



表 1応急住宅不足数の集計（佐藤(2017)より） 

 
（２）インターネット調査システムを用いた仮住まい選択モデルの開発 
 佐藤・市古・中林（2018）では，想定首都直下地震後の中期的な広域避難を対象として，独自
のインターネット調査システムを構築して，非集計行動分析による需要予測モデルの推定を試
みた．被害程度と住宅所有形態を組み合わせて「全壊・持家」，「全壊・借家」，「半壊・持家」，
「半壊・借家」の４つのモデルを設定した． 
４つのモデルで共通して，最寄り駅からの所要時間が増えると需要が減少，現住地や世帯主の
従業地と同じ市区町村であれば効用は増加，近隣の市区町村でも効用がやや増加，賃貸住宅の家
賃が高くなると需要が減少，世帯主の労働状況が主に仕事だと借上仮設住宅や賃貸住宅を好む
傾向が見られた．「半壊・持家」モデルでは，応急修理が選択肢に加わり，修理の自己負担額が
増えると需要が減少する傾向が見られた．  
構築した広域避難の需要予測モデルにより，選択肢属性，世帯属性，政策変数の詳細な条件
設定毎に，避難先の選択確率の算出が可能となった． 

 

図１ インターネット調査システムと画面の概要（佐藤・市古・中林（2018）より） 
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（３）ミクロシミュレーションの拡張開発 
非集計行動モデルを用いたミクロシミュレーションの形式で，内閣府が想定する都心南部直
下地震（Mw7.3）を用いた仮住まい状況シミュレーションを行い，市区町村単位で実施される住
民ワークショップで利用可能な計算結果の導出を行なった．  
先行研究となる Sato（2011）では，計算単位は首都圏を独自に 24 ゾーンに分けたものを利用
していたが，住民ワークショップでの利用を目的とする本稿では，計算単位を市区町村とした．
Sato（2011）では，仮住まいを探す世帯を全壊世帯と定義していたが，東日本大震災等では半壊
世帯の一部が応急仮設住宅に入居しているため，本稿では仮住まいを探す世帯を全半壊世帯と
定義して，半壊持ち家世帯を対象に応急修理の選択肢を設けた．Sato（2011）では，仮住まいを
探す世帯のミクロデータは，社会統計を用いて展開する擬似的なものであったが，本稿では，総
務省統計局より提供を受けた国勢調査の調査票情報（ミクロデータ）を加工してピックアップし
たものとした．擬似的ミクロデータを用いた Sato（2011）では，±5万戸程度の計算結果の幅が
あったが，国勢調査個票データを加工して抽出利用した本稿では，±2千戸程度と計算結果の幅
が小さく安定する結果となった． 
シミュレーション結果全体について見ると，1都 3県で合計約 290 万の全半壊世帯のケースに
対して，応急修理は 10%，建設型応急住宅は 2％，賃貸型応急住宅は 19％（現在の居住地の都県
内が 12％，都県外が 7％），自力賃貸住宅は 18％（現在の居住地の都県内が 11％，都県外 5％），
その他が 53％という結果であった．都県外へ賃貸住宅への仮住まいが約 36 万世帯（13%）と大
規模に想定されたことに加えて，巨大な被害想定に対して応急仮設住宅や都県外も含めた賃貸
住宅は十分ではなく，「その他」が半数以上という点が特徴的であった．世帯属性とのクロス集
計からは，共同住宅の応急修理が進まない傾向，要介護者がいる世帯で賃貸住宅への仮住まいが
少ない傾向，多人数世帯では賃貸物件への仮住まいが少ない傾向などが見られた．  
 それから，市区町村単位での計算結果の集計と可視化を行ない，数が膨大すぎて実感を持ちに
くい首都直下地震の被害想定に対して，居住する自治体レベルで予想されている仮住まい状況
を示すことで，住民が実感をもって考えたり議論したりすることを可能とした．本研究成果は，
先に述べた東京都大学提案事業「首都直下地震時の仮設住宅不足への対応準備」での都民ワーク
ショップ（渋谷区，世田谷区，墨田区，小平市の４区市）で実際に利用した．  
 

図２ ミクロシミュレーションのフローチャートと計算過程 
 
（４）政策提案の検討 
 研究実施期間中に，東京都庁より大学提案事業の募集があり，本研究をベースに「首都直下地
震時の仮設住宅不足への対応準備」事業を提案し採択された．シミュレーション結果を用いた住
民ワークショップと質的データ分析，専門家や関連団体による検討会に取り組み，2021年 3月
に政策提案レポートを提出した． 
 図３左に対策提言のまとめを示す．具体的提案として，１「東京仮住まい」啓発事業の推進，
２大量かつ迅速な仮設住宅の供給に向けた準備，３広域仮住まい先との事前交流，の３つを挙げ，
それぞれについて都民ワークショップの声や検討会での議論を付記した．さらに，発展的提案と
して，「新たな自助・共助」の調査研究を挙げ，企業 BCP やリモートワーク，ワーケーションと
いった平時の取り組みを活用した広域仮住まいの事前準備について構想を示した．図３右に，都
民ワークショップの内容分析例を示す．本研究によるシミュレーション結果を紹介すると，仮設

拡張したマイクロシミュレーションのフローチャート
内閣府被害想定（2013）を用いたシミュレーション結果
（都心南部直下M7.3冬夕方8M/S）
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住宅や賃貸住宅に入居できない場合にどうするかという議論が展開され，リモートワークを災
害対策として位置付けること，企業を巻き込んだ産官学民連携の取り組みが求められる，といっ
た findings を得たものである． 
 

図３ 東京都大学提案事業 「首都直下地震時の仮設住宅不足への対応準備」政策提案レポート 
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